

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































判別関数 正準相関 有意水準 寄与率　　累積寄与率
1 ．36 ．000　　　　　　94．44 94．44
標準化判別関数係数：
L1
資産特殊性
不確実性
．98
．76
グループ・セソトロイド：
L1
関係会杜
協力会杜
一般会杜
外国会杜
　．50
　．33
一．35
一．36
一般会杜　　　　協力会杜
関係会杜外国会社
一1，001．O　一1．0第4図　　　　　　　0　　　　　　　　　　1．O供給会杜の形態のグループ・セソトロイド
（取引の特性）
この第1判別関数において，．05水準で有意差があるのは，第11表のとおりで
ある。すなわち，取引の特性に関する2つのコソストラクトを同時に考えた場
合，関係会杜と協力会杜との間，ならびに一般会杜と外国会杜との間には有意
差はないが，関係会杜および協力会杜と一般会杜および外国会杜との間には有
意差がある。
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　　　　　第11表　Roy－Bose　Si㎜ultaneous　Co㎜parison（N＝291）
1　　2　　　3　　　4
関係会杜　　　1
協力会杜　　　2
一般会杜　　　3
外国会杜　　　4
‡はグループ閏に．05水準で有意差があることを表す。
4．供給会杜の形態と取引の特性（敢引の制御機構の影響の調整後）
　仮説4は，取引の制御機構の特殊化の程度が及ぼす影響をコン■トロールした
後でも，供給会杜の形態によって取り扱っている資材・部品の取引の特性が異
なっているかどうかをみる。すなわち，取引の制御機構の特殊化の程度が及ぼ
す影響を除外した後では，外国会杜，一般会社，協力会杜および関係会杜が敢
り扱う資材・部品の取引の資産特殊性および■または不確実性の程度に差はな
いはずである。
　この仮説をテストするために，多変量共分散分析を行った。従属変数は，取
引の特殊性に関する2つのコンストラクト，すなわち，資産特殊性および不確
実性であ孔独立変数は，供絵会杜の形態，すたわち関係会杜，協力会杜，一
般会杜および外国会杜である。共変量（COVariate）は，取引の制御機構に関
する3つのコンストラクト，すなわち継続的な統制の可能性，情報の共有性お
よび徴調整の可能性である。
　結果は第12表のとおりである。Pi11ai，Hotelling，Wilks，Royのいずれの
基準を用いても，4つのグループの平均ベクトルに差がない，という帰無仮説
は．10水準で棄却されない。すなわち，継続的な統制の可能性，情報の共有性
および徴調整の可能性といった観点で取引の制御機構の特殊化の程度の違いを
取り除いた後では，4つの形態の供給会杜が取り扱う資材部品の取引の特性に
差ぱ次いのである。
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　　　　　　第12表　多変量共分散分析（N＝291）
　多変量統計量　（S＝2，M＝O，N＝1401／2）1
値ApProx．FSig．of　F
Pillais　　　　　　　　　　，03
Hotellings　　　　．03
Wi1ks　　　　　，97
Roys　　　　　　．03
1．63　　　　　　　　　．136
1．64　　　　　　　　　．133
1．64　　　　　　　　　，134
単変量統計量　（↓£：3，284）：
F　　　　Sig．of　F
資産特殊性
不確実性
2．33　　　　　　　　　．074
2．79　　　　　　　　　　．041
修正された平均：
関係会杜協力会杜　一般会杜外国会杜
（n≡56）　（n＝80）（n＝112）　（n＝43）
資産特殊性　　15．59　　16．43　　14．35　　15．18
不確実性　　19．35　19．62　17．82　18．61
　仮説3のテストにおいて，関係会杜および協力会杜は一般会杜および外国会
杜に比べてより資産特殊的で不確実な資材・部品の取引にかかわる傾向にある
ことが判明した。Lかしながら，その傾向は供給会杜の形式的た形態の違いに
よるものではなくて，そういった形式的な形態の背後にある取引の制御機構の
特殊化の程度の違いにあるのである。このことがこの仮説4のテストにおいて
判明した。
5．統計的テストの仮定
　多変量分散分析および多変量共分散分析の妥当性は，a）アウトライア，
b）分散一共分散行列の均一性，およびc）回帰線の均一性に関する仮定に夫
きく依存Lている。
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　a）アウトライア：単変量アウトライア（mivariate　outliers）百こ関Lて
は，Z値が±3．0を超えるものはなかった。また，多変量アウトライア（mul－
tiva工iate　out1iers）をきわめて高いグループ・セソトiコイドからのマハラノビ
スの距離をもつケースと定義し，p〈．01をカヅトオフ基準として設定Lたと
ころ，いかなるアウトライアも発見できなかった。
　b）分散一共分散行列の均一性：BOx’s　M　testは，分散一共分散の均一性
（homcgeneity　of　variance－co▽ariance）に関するきわめて感度の高い保守的
なテストである。仮説2および仮説4のテストに用いた多変量分析および多変
量共分散分析において，Box’s　M　testの結果は，．001水準で分散一共分散の
均一性という仮定が棄却されたことを示Lている。LかL，グループ内の最大
のサソプルサイズと最小のサンプルサイズの比率は3：1以下であ乱また・
独立変数である4つのグルーブのそれぞれにおいて，従属変数のそれぞれにつ
いてサンプル分散を調べてみたところ，どの従属変数に関しても，最大の分散
と最小の分散との比率は20：1以下であった。さらに，Wi1ks’Lambdaのか
わりにPillai基準を用いると，平均に関するテストのロバストネスを改善す
ることができる（Tabachnick＆Fide1l，1983）。
　c）回帰線の均一性：仮説4のテストに用いた多変量共分散分析に関Lて，
回帰線の均一性（homogeneity　of　regression）についてのテストを行った。
その結果，回帰線の傾きが等Lいという仮定は，．01水準で棄却されなかっ
た。
w．結　論
　本研究の分析結果を要約すると，次のようにな飢
　1．取引の制御機構を測定する14のイソディケータは，3つの主成分に要約
される。したがって，取引の制御機構は，継続的な統制の可能性，情報の共有
性および徴調整の可能性という3つの次元から分析することができる。
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2．敢引の特性と取引の制御機構との間には正の相関がある。すなわち，資
材・部品の取引にまつわる資産特殊性および／または不確実性が高くたると，
より特殊化された取引の制御機構，すなわち継続的な統制の可能性，情報の共
有性および徴調整の可能性がより高い取引の制御機構が採用され飢ただし，
准一の例外として，不確実性は継続的な統制の可能性に対して負の穂関をもっ
ている。以上の結果は，取引コスト・アプローチの基本命題を概ね支持するも
のといえる。
　3．供給会杜の形態によって取引の制御機構は異なってい私すなわち，資
材・部品の調達源が外国会杜，一般会杜，協力会杜，関係会杜となるにつれて，
より特殊化された敢引の制御機構，すなわち継続的な統制の可能性，情報の共
有性および徴調整の可能性がより高い取引の制御機構が採用される。換言すれ
ば，外国会杜，一般会杜，協力会杜，関係会杜となるにつれて，取引の制御機
構が古輿的市場から組織に近いものになっていくのである。また，供給会杜の
形態における決定的違いは，このような取引の制御機構の違いにある。
4．供給会杜の形態によって取引の特性は異なってい私すなわち，資材・
都品の調達源が外国会杜，一般会社，協カ会杜，関係会杜となるにつれて，資
産特殊性および／または不確実性のより高い資材・部品の取引にかかわってい
る。
5．敢引の制御機構の違いによる影響をコントロールした後では，供給会杜
の形態によって取引の特性は異ならない。すなわち，取引の制御機構がもつ効
果を修正Lた後では，外国会杜，一般会杜，協カ会杜および関係会杜がかかわ
る資材・部品の取引の資産特殊性および／または不確実性の程度に差はたいの
である。このことから，資材・部品の調達源を決定する際に重要たのは，供給
会杜の形態の形式的な違いではなくて，その背後にある取引の制御機構の違い
であることがわかる。
　本研究は，ある大手電機メーカーの1事業所のみを対象としている。したが
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って，分析結果の外的妥当性（extemal　va1idity），すなわち一般化可能性は
著しく制約されてい飢また，皿で述べたように，取引コスト・アプローチが
本来規範的であるにもかかわらず，本研究ではそのような取り扱いをしていな
い。したがって，資材・部品の調達源をどのように決定すべきかという規範的
な提言をすることはかなり困難である。しかしながら，以上の分析結果から，
何らかの一般的な実践上の示唆を導き出すことはできる。
　まず第1に，資材・部品の調達源を決定する際には，生産コストだげでなく，
取引コストも考慮に入れねぱならない。すなわち，生産コストのみを考慮に入
机て，短期的に最も安い価格を提示する供絵会杜を資材・都品の調達源とLて
選択することは必ずしも合理的とはいえない。というのは，たとえぱその会杜
でしか使用しない特殊な部品の敢引の場合，はじめに調達源を選択する際には
複数の供給会杜が存在するが，いったんその供給会杜を選択すると，当該供給
会杜がその後の生産に精通することによって身につけるその部品に関する特殊
なノウハウのため，事実上当該供給会杜を取り替えることが薯しく困難になる。
それ故，供給会杜は，後に価格を引き上げるなど，容易に機会主義的な行動を
とることができる。また，不確実性の高い資材・部品の取引の場合，たとえぱ
敢引の対象である都品の設計仕様が頻繁に変更されるような場合，何らかの効
率的なコミュニケーションの方法が考えられない隈り，供給会杜との調整のコ
ストはきわめて高くなる。したがって，このような取引コストを削滅するため
に，何らかの特殊化された敢引の制御機構を予防策として創出する必要があ乱
Lかしながら，他方において，このような特殊化された取引の制御機構にもコ
ストがかかる。長期の取引関係を繕べぱ，市況によっては市価よりも高い価格
で購入しなげれぽならないこともある。また，技術者の派遣などにも当然のこ
とながらコストがかかるのである。それ故，すぺての取引にこのような特殊化
された取引の制御機構をもつことも，別の意味において非効率的であ孔取引
コスト・アプローチの示竣するところによれぱ，資産特殊性および／または不
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確実性の高い資材・部品の取引に対してはこのような特殊化された取引の制御
機構をもつべきなのであり，資産特殊性および／または不確実性の低い資材・
部品の取引に対してはもつ必要はないのである。
　このように考えてみると，最近海外から批判されることの多いわが国メーカ
ーの系列内取引の慣行も，それなりに合理的であるということができる。本研
究の対象である事業所の場合，外国会杜，一般会杜，協力会杜，関係会杜とた
るにつれて，継続的な統制の可能性，情報の共有性および徴調整の可能性のよ
り高い取引の制御機構をもっており，また同じ順序で資産特殊性および／また
は不確実性のより高い資材・部品の取引を行っている。すなわち，資産特殊性
および／または不確実性の高い資材・部品の取引に関する場合，より特殊化さ
れた取引の制御機構をもつ関係会杜ないし協力会杜と取引を行うことは，きわ
めて合理的である。
　LかLながら，このことは外国会杜が日本市場にまったく入り込む可能性が
たいことを意味Lない。仮説4のテストから明らかなように，取引の制御機構
がもつ効果を修正した後では，供給会杜の形態によって取引の特性は異ならな
い。すなわち，資材・都品の調達源を決定する際に重要なのは，供給会杜の形
式的な形態ではなくて，その背後にある取引の制御機構の違いである。Lたが
って，一般会杜，外国会杜といえども，そのような特殊化された敢引の制御機
構をもてぱ，資産特殊性および■または不確実性の高い資材・都品の取引にか
かわることができるのである。1985年11月，三菱電機は，海外資材・部品の購
入を促進するために，“SELLING　TO　MITSUBISHIELECTRIC－A　Gu1de
to　Successfu1Procedures一”と題する外国会杜向けの手引を発行した。こ
の手引は，まさに，より継続的で，より情報が共有され，より徴調整が可能で
あるような敢引の制御機構を具体的にどのようにして創り上げるかということ
を記述Lている。
　さらに，この三菱電機の手引で興味を引くのは，そのような特殊化された敢
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引の制御機構を創り出す際に，、外国会杜にも応分の負担を求めていることであ
る。このことは，これまでの取引戸スト・アプローチになかった問題を提起し
ている。すなわち，取引の当時者のどちらが取引コストを支払うかとい5間題
である。今後，この間題の分析は，取引コスト・アプローチの展開に対して1
つの視角を与えることになるものと思われる。
　さらに，最近の急激な円相場の上昇から，日本の産業界は資材・部品の海外
からの購入を進める傾向にあるが，この間題に対しても取引コスト・アブロー
チは一定の示唆を与えることができる。生産コストと取引コストの両方を最小
化するような資材・部品の調達源を選択するというめが，取引コスト・アプロ
ーチの基本的な考え方であった。Lたがって，海外の生産コストが国内のそれ
に比べて相対的に安くなる場合，資材・部品の調達源を国内から海外へ移す傾
向になるのは当然である。しかしながら，その際に，取引コストの差も考慮に
入れねぱならない。資産特殊性および／または不確実性の低い資材・都品の取
引の場合，取引コストはそれほど問題ではないので，生産コストの差のみを考
慮に入れて資材・部品の調達源を決定することができる。他方，資産特殊性お
よび／または不確実性が高い資材・部品の取引の場合には，取引コストの差が
決定的ξなる。したがって，海外から調達することの取引コストが国内のそれ
と比べて著しく高い場合，．生産三スト面では不利であるにもかかわらず，国内
からの調達が有利である可能性もある。あるいは，海外からの調達の敢引コス
トを削減するための予防策を含んだ取引の制御機構を創り出す必要がある。そ
の1つの方法は，本研究でみてきたように，特殊化された取引の制御機構，す
なわち継続的な統制の可能性，情報の共有性および徴調整の可能性のより高い
取引の制御機構を開発することである。もちろん，これにはそれなりのコスト
がかかるが，資産特殊的で不確実な資材・部品を一定の品質で，必要な時に，
必要た量を確保するためには，対価が必要なのであ飢そういった対価を支払
わずに，海外からの調達資材の低価格性のみを享受しようとすべきではない。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　付表
I．敢引の制御機構
Y1　市場において当該資材に対する需要が供給をはるかに上回っている場合に，次の
　　　ような契約条項の決定に際して，貴都門が当該供給者に対してもつ影響カはどの
　　　程度ですか。
Y2
Y3
Y4
Y1a　　価格
Y1b　　数量
Y1c　　納期
ほとんど
ない
　1　2　3　4　5
　1　2　3　4　5
　1　2　3　4　5
　きわめて
　犬きい
6　7
6　7
6　7
当該供給老からの当該資材の購入はどの程度継続的ですか。
晶質，価格，納期し　　　　　　　　　　　　　　　　当該資材が必要な
だいで供給老をきわ　　1　2　3　4　5　6　7　　隈り当該供給者か
めて頻繁に変更する　　　　　　　　　　　　　　　　ら購入し続ける
契約期間内に市況その他の環境が急変する場合に，すでに決定済みの当該資材の
価格，数量および納期に係わる契約条項をどの程度柔軟に調整しますか。
　　　　　　　　まったく調整しない
　　　　　　　　（元の条項を固守）
Y3a　　価格　　　　　1　2　3　4　5
Y3b　　数量　　　　　1　2　3　4　5
Y3c　　　納期　　　　　　1　2　3　4　5
　きわめて
柔軟に調整する
6 7
6　7
6　7
当該資材を使用している製品の需要が予定よりも少ない場合，当該供給者への発
注の削減率は当該製品の生産量の削滅率と比べてどの程度でしょうか。
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Y5
Y6
］I．
X8
X9
X1O
X11
X12
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　生産量の削減率より　　　　　　　　　　　　　　　生産量の削減率より　　　　　　　　　　　　1　2　3　4　5　6　7　もはるかに犬きい　　　　　　　　　　　　　　　　もはるかに小さい
　当該供給老は当該資材の原価削減や品質改善につながる契約上実施義務のない自
　発的な提案をどの程度頻繁に行いますか。
　きわめて稀　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて頻繁
　貴部門と当該供給老との問では，次のような事項についてどの程度の交流が行わ
　れていますかo
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほとんど　　　　　　　　きわめて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たい　　　　　　　　　高い程度
　Y6a　　人材（出向，移籍）　　　　　　1　2　3　4　5　6　7
　Y6b　　技術
　　Y6b1　　　設計段階での協力　　　　1　2　3　4　5　6　7
　　Y6b2　　　技術者の派遣　　　　　　1　2　3　4　5　6　7
　Y6c　　情報
　　Y6c1　　　短期的な生産計画など　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　2　3　4　5　6　7　　　　　　　　の戦術レベルの情報
　　Y6c2　　　新製品の開発などの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　2　3　4　5　6　7　　　　　　　　戦略レベルの情報
敢引の特性
　当該資材はどの程度特殊なものですか。
　あらゆる産業で用　　　　　　　　　　　　　　　　貴部門でしか用い　　　　　　　　　　　1　2　3　4　5　6　7　いることができる　　　　　　　　　　　　　　　　ることができない
　当該資材を生産するのに用いられている設備および用具はどの程度特殊なもので
　すか。
　ほとんど費用をかけず　　　　　　　　　　　　　　　完全に取り替えな
　に他の資材の生産に用　　1　2　3　4　5　6　7　　い限り他の資材の
　いることができる　　　　　　　　　　　　　　　　　生産はできない
　生産を開始する前に必要とされる当該資材の設計および開発のコストはどの程度
　でしょうか。
　ほとんどかからない　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて高い
　当該資材とほぼ同讐なものを生産できる潜在的な供給者の数はどれくらいありま
　すか。
　きわめて多い　　1　2　3　4　5　6　7　　ほとんどない
　当該資材の必要量の変動はどの程度予測可能でLようか。
　ほとんど予測可能　　1　2　3　4　5　6　7　　ほとんど予測不可能
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X13　当該資材の設計仕様が変更される頻度はどの程度でしょうか。
　　　きわめて稀　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて頻繁
X14　当該資材の将来における技術的改善の可能性はどの程度ですか。
　　　きわめて低い　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて高い
X15　当該資材はどの程度複雑ですか。
　　　きわめて単純　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて複雑
X16製造工程の検査に基づかずに完成品の検査だけで当該資材の品質をどの程度容易
　　　にチニヅクできますか。
　　　きわめて容易　　1　2　3　4　5　6　7　　きわめて困難
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